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GXの議論の背景
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なぜ今“脱炭素”なのか

気候変動に対する課題意識の高まり

海水面の
上昇

異常気象
激甚災害
の頻発

生態系の
劣化

農林水産
漁業への
影響

感染症
健康被害
の増加

水資源
不足

経済的
損失

格差拡大
南北問題

化石燃料枯渇の懸念

エネルギー安全保障の重要性
• 化石燃料を産出しない国にとっては、資源輸入は国富の流出であり、偏在する資源を「外交上の

武器」にされれば万事休す。
• 先進国中エネルギー自給率が最低のわが国においては、化石燃料依存度の低減が大きな課題

出典：エネ百科「世界のエネルギー資源確認埋蔵量」
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なぜ今“脱炭素”なのか

脱炭素分野で成長戦略を描き、競争力を高めようとする動き

 2022年10月時点で、150以上の国・地域が年限を区切ったカーボンニュートラルを目指す
 これらの国・地域のGDP早計は世界全体の約94％を占める。

【各国政府の動き】
 米国：インフレ抑制法（IRA） 主としてTax Incentiveで事業を促進。
 欧州：排出量取引によるカーボンプライシング（炭素国境調整措置）、タクソノミーによる投資誘導
 日本：GX基本方針 支援と規制一体型、官民連携でのロードマップ策定

【金融・投資家の動き】
 非財務情報であるESGの観点も加味した投資手法

（ESG投資）を行う投資家の増加

＊ ESG投資の課題
・ 定義が不明確
・ 正確かつ比較可能なデータが確保されていない
→ ESG原則を批判する動きも見られる



機運は高まっているが、排出量は増加を続けている
 CO2はエネルギー（化石燃料）利用に伴っ

て必然的に排出される。気候変動は、環境
問題ではなく、「エネルギー問題」であり、
「経済問題」。

 そのため解決が困難であり、長年の国際交
渉にも拘わらず、温室効果ガス排出量は増
加の一途。

 石油危機や、リーマンショック、新型コロナ
ウィルス感染症などによる経済停滞により、
一時的に排出が落ち込むことはあっても、
基本的に排出量は増加の一途。

 その中で近年のCOPやG7等においては、
目標の引き上げが主要なテーマとされてき
た。
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G7メンバーの排出削減の進捗状況
 目標に対してオントラックなのは、日本と英国のみ。

 2021年時点で、米国は約10億トン、EUは5億トン以上目標から乖離。
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出所：GX実行会議（第9回） 伊藤環境大臣提出資料



企業の情報開示や再エネ導入を求めるイニシアティブ

イニシアティブ 概要

TCFD 2015年、G20からの要請を受け、金融安定理事会（FSB）により民間主導の「気候
関連財務情報開示タスクフォース（TCFD；Task Force on Climate-related Financial 
Disclosures）」が設置され、その提言に基づく、企業の気候変動への取り組みや影
響に関する情報開示枠組み。2023年10月時点で、世界全体では金融機関をはじめ
とする4,872の企業・機関が賛同を示し、日本では1,470が賛同。

CDP 2000年に英国で設立された環境NGO。気候変動、水、森林についての取り組みを
問う質問書を企業に送付し、格付けを行う。上位2％とされるAランクに入る企業
数は日本世界最多（2022年は92社がAランク評価）。

SBT CDPを含む4つの機関により運営されるイニシアティブ。企業に対して、パリ協定
が求める水準と整合した温室効果ガス排出削減目標（2度水準ではGHG排出量を毎年2.5％以
上削減、1.5度水準では毎年4.2％以上削減／目標年は5～10年先／Scope1～3の排出量）を掲げ、その
妥当性について認定を受ける。日本は2023年6月時点で、認定企業数はトップ。

RE100 英国のNPOであるThe Climate Group がCDPの支援を受けて実施。企業の事業活動で
用いる電力を全て再エネ由来にすることを推進。年間消費電力量が100GWh以上で
ある企業（特例として現時点では、日本企業は50GWh以上）に対し、少なくとも2050年
までの100％再エネ化にコミットすること等を求めている。
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CO2を削減を目指す“CN”から、
付加価値を創出し、

社会の持続可能性を高める
“GX”に転換。



GX実現に向けた展望
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基本方針の“取組”の一番上に書かれた“省エネ”
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まとめ

カーボンニュートラルに向けて；

 最終エネルギー消費の70%を占める化石燃料の直接消費の削減が必要

 大幅なCO2削減のセオリーは「需要の電化と電源の非化石化」の同時進行

 住宅・建築物部門は既存技術の実装を推進

 産業部門は技術開発へのチャレンジを含むが、部分的にでも現状導入できる技術も
ある。

 既存設備改修に留まることなく、カーボンニュートラルに向けた投資・社会実装で経
済成長へ。




